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ｌ研究の目的

近年，公立図書館におけるボランティアの受け入れが増加している。文部
科学省が実施している『社会教育調査』によると，ボランティアの導入率は，
l999年:47．2%,2002年:52.9%,2005年:60．7%となっており(I),現在，
６割以上の公立図書館がボランティアを受け入れていることが分かる。この
ような状況のもと，ボランティアを受け入れている施設には，ボランティア
活動の活性化のための支援が求められていると言える。
これまで，ボランティア活動支援の状況に関して様々な調査が行われてき

た。l996年に図書館ボランティア研究会が，全国の都道府県立図書館を対象
として行った調査では，「図書館ボランティア活動の正否は，図書館側とボラ
ンティア側の連絡調整の如何にかかっていると言っても過言ではない」とい
う問題関心のもと，ボランティア担当者の配置，ボランティアの自主組織に
ついて質問がなされ，「図書館ボランティア受入れに伴う，運営上の枠組みづ
くりは十分に定着しているとはいいがたい｣ことが述べられている(2)｡また，
l998年に社会教育施設ボランティア研究会が,全国の都道府県立・政令市立・
市立の図書館を対象として行った調査では(以下,1998調査と略記),コーディ
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ネーターの配置，研修の実施，ボランティア組織の設置，経済的支援に関す
る調査結果が示されている(3)。
さらに，全国公共図書館協議会が,1998年からl999年にかけて，全国の都

道府県立・市立・町村立の図書館を対象に行った調査では，ボランティアへ
の経済的支援やボランティア組織についての調査結果が示されている(4)。近
年では,2004年に茨城県内の公立図書館を対象に調査が実施され，コーディ
ネーターの配置やボランティア組織の設置,ボランティアへの研修の実施や，
経済的支援についての質問が行われ,｢ボランティアをケアするソフト面の配
盧が大きく立ち遅れている」ことが指摘されている(5)。
これらの調査は，調査の内容や対象は異なるものの，ボランティアへの研

修や経済的支援の実施，ボランティア組織の設置，コーディネーターの配置
などの，ボランティア活動支援の状況を明らかにすることを目的にしていた
点では共通している。調査結果からは，ボランティアへの活動支援が十分に
なされているとは言い難い状況が示されているが，ボランティア活動支援の
状況の違いを生み出す要因を特定化する作業は行われていない。ボランティ
ア活動の活性化のために，ボランティア活動への支援が重要であるならば，
活動支援の違いを生み出す要因を特定し，改善の方策を検討していく必要が
ある。
そこで，本論文では，社会教育計画研究会が2006年７月から９月にかけて

実施した調査結果のデータの分析を行い(6)，ボランティア活動支援の差異を
生み出す要因を明らかにすることとする。ボランティア活動支援の差異を規
定する要因は施設の内外で様々に存在すると考えられるが，使用するデータ
の性質上，施設内の要因を中心とした分析を行う。

２分析の方法

(l)分析の枠組み
本論文は，ボランティア活動の活性化のために，活動への支援が重要であ
るという観点から，活動支援の規定要因を明らかにすることを目的としてい
る。しかし,活動支援の規定要因を明らかにした先行研究が存在しないため，
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明確な仮説は設定できなかった。そこで任意の作業仮説を設定し，その中か
ら活動支援の規定要因を明らかにする探索的アプローチを採用した。具体的
には，施設内の要因に注目して以下の4つの作業仮説を設定した。

(a)ボランティアの受け入れ方によって，活動支援のあり方が異なる。
(b)職員のボランティア活動に対する意識によって，活動支援のあり方が
異なる。

(c)ボランティアが施設で果たす役割の違いによって，活動支援のあり方
が異なる。

(d)ボランティアのサービス内容の違いによって，活動支援のあり方が異
なる。

本論文では，このうちの(a)から(c)の仮説を検討する。(d)については，ボ
ランティアの活動内容についての設問において「その他」の回答率が６割を
超え，サービス内容の違いを読み取ることが困難であったため，分析から除
外した(7)。
上記の仮説(a)から(c)を検証する手順を説明する。まず，活動支援の変数
として分析に用いる従属変数には，①研修の実施，②ボランティア組織の設
置，③コーディネーターの配置の３つを採用した。これらの項目は,1で確
認したとおり，先行研究においてボランティア活動支援の代表的な項目とし
て採用されてきたものであり，その規定要因を探ることで，活動支援の課題
が明らかになると考えられる。このうち，①は施設によるボランティアへの
働きかけの有無を，②と③は施設とボランティアの間の連絡・調整の有無を
尋ねる設問であるという違いがあるが，広く活動支援の方法として捉えるこ
ととする。なお，これ以外に，活動支援の方法として経済的支援が挙げられ
るが，これについては各施設が位置する地方自治体の予算状況の影響も大き
いと考えられ，今回の調査では分析に必要なデータが収集できなかったこと
から分析から除外した(8)。
分析に用いる独立変数は，①「導入年数｣，②「受け入れ規模｣，③「職員
とボランティアの役割に関する意識｣，④「活動内容の決め方」の４つを用い
た。①「導入年数｣，②｢受け入れ規模」は作業仮説(a)に関わる変数である。
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また，③「役割意識」は，作業仮説(b)に関わる変数である。④「活動内容の
決め方」は，作業仮説(c)に関わる変数である。
さらに，ボランティア活動の支援は，施設の置かれる状況によって影響を

受けると考えられることから，設置主体，開館してからの年数，職員数（常
勤・非常勤)，図書館協議会の有無をコントロール変数として加えた。
以上の分析と仮説のモデルを示したものが図ｌである。
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図ｌ分析のモデル

(2)分析に用いたデータ
分析に用いたデータは，社会教育計画研究会によって2006年７月から９月
に実施された調査結果のデータである。この調査は，『日本の図書館統計と
名簿2005』に記載されている公立図書館のうち(9),都道府県立（以下，県立
と略す）及び政令市立については悉皆調査を，特別区を含んだ市立（以下，
市立と略す）については各市の中央館の２分の１の等間隔抽出によるサンフ・
ル調査を行ったものである。
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調査票の設計は,1998調査の調査票に従っている。一部の調査項目につい
ては，順序の入れ替え，もしくは経年的な変化を見込んだ修正が行われた。
調査項目は，①ボランティアの受け入れと活動内容に関する質問，②施設に
よるボランティア活動支援に関する質問，③施設職員のボランティア活動へ
の意識に関する質問の３つに大別される｡①受け入れと活動内容に関しては，
受け入れの有無，活動状況，登録の方法を，②ボランティア活動支援に関し
ては，コーディネーター，研修，ボランティア組織，経済的支援，活動制限，
成果活用の方法を，③ボランティア活動への意識に関しては，関連事業と職
員の啓発・研修，ボランティア受け入れのメリット・デメリット，職員とボ
ランティアの役割に関する意識を尋ねている。この他に，施設の基本情報と
して，設置主体，運営主体，開館年，職員数（常勤・非常勤)，図書館協議会
の有無についても質問を行った。
発送数は，都道府県立62,政令市立l97,市立371で，回収数（回収率）は，

それぞれ59(95.2%),167(84.8%),325(87.6%)であった。調査対象は，
市立の中央館以上に限定しているが，回収率は87.5％となっており，一定規
模以上の公立図書館のボランティア活動の現状を見るのには信頼に足るデー
タであると言える。
調査結果によると，ボランティアを受け入れている施設数（回答施設中に
占める割合）は，県立4３（72.9％)，政令市立145(86.8%),市立294(90.5%)
であり，全体では482（87.5％）であった。調査対象数が違うため単純に比較
することはできないが,1998調査では，導入率が69.0%(248館中171館）で
あったことを考えると，ここ数年の間にボランティアの導入率は大きく上昇
していると言える。また，他の社会教育施設でのボランティアの導入率が，
博物館62.1%,生涯学習センター59.5%,青少年教育施設57.8%,女性施設
48.9％であったことと比較すると，図書館におけるボランティア導入率の高
さが際立っていた。このようにボランティアの導入率が高まっている図書館
において，活動支援の差異を規定する要因を明らかにすることで，他の社会
教育施設のボランティア活動支援について検討する際にも参考になる知見が
提示できるのではないかと考えられる。
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(3)分析の方法
本論文の分析には，従属変数が質的変数である時に用いられるロジス
ティック回帰分析を採用した。この方法は，他の独立変数が変化しないと仮
定した場合に，その独立変数が変化した際の従属変数への影響力を見る分析
方法である。影響の大きさはオッズ比で示され，オッズ比がｌのとき独立変
数は従属変数に影響を与えないこと,lより有意に大きい時は正の影響があ
ること,lより有意に小さい時は負の影響があることが示される。この分析
方法は，変数相互の影響力をコントロールしつつ，それぞれの変数の有効性
を検討できる点に特徴がある。分析の際には，まずモデルｌで，コントロー
ル変数を投入した上で,ボランティアの受け入れ方に関わる変数である①｢導
入年数｣，②「受け入れ規模」の効果を表示した。モデル２では③「職員とボ
ランティアの役割に関する意識｣，モデル３では④「活動内容の決め方」とい
う変数を追加し，それらの活動支援に対する効果と，「導入年数」や「受け入
れ規模」の持つ直接効果が変わっていぐさまを捉えることとした。
分析に用いた変数の基本統計量は表lの通りである。ここでは全回答施設
551館のうちボランティアを受け入れている482館についての統計量を示した。
次に，従属変数と独立変数，コントロール変数のうち，説明の必要な変数
の数量化について述べる。まず，従属変数（研修の実施，ボランティア組織
の設置，コーディネーターの配置）については，「はい」をl,「いいえ」を
０とするダミー変数とした。
独立変数のうち，「受け入れの規模」については，「小規模」(l～20名),「中
規模」(21～50名),「大規模」(51名以上）のうち，「中規模」を参照カテゴリ
とし，その他をダミー変数とした。また，「職員とボランティアの役割に関す
る意識｣については,｢共同志向｣(同じ仲間として共同で仕事すべきである)，
「補完志向」（職員の仕事をボランティアが補完すべきである)，「支援志向」
（ボランティアの活動を職員が支援すべきである)，「別物志向」（職員の仕事
とボランティアの活動とは別物にすべきである）のうち，「別物志向」を参照
カテゴリとしてその他をダミー変数とした。さらに，「活動内容の決め方」に
ついては，「職員主導」（職員が活動内容を考えている)，「ボランティア主導」
（ボランティアが活動内容を考えている)，「共同設定」（職員とボランティア
が共同で活動内容を考えている）のうち，「共同設定」を参照カテゴリとして
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残る２つをダミー変数とした。

表ｌ主要変数の基本統計量（相対度数・記述統計量）
相対度数(N=482) 爵 〃

している
していない
無回答

５８，３％
４０．９％
０．８％

１

７

８

９

４

２

１研修

ある
ない
無回答

３８．６％
６０．４％
１．０％

１８６
２９１
５

ボランティア組織

いる
いない
無回答

４７．１％
５２．１％
０．８％

２２７
２５１
４

コーディネーター

県立
政令市立
市立

８．９％
３０．１％
６１．０％

４３
１４５
２９４

設置主体

ある
ない
無回答

６９．７％
２７．８％
２．５％

3３６
１３４
１２

協議会

大規模(51人以上）
中規模(21～50人）
小規模(I～20人）

無回答

１９．９％
３３．８％
４５．２％
１．０％

９６
１６３
２１８
５

受け入れ規模

共同志向
補完志向
支援志向
別物志向
無回答

２０．３％
９．１％
３８．８％
２６．３％
５．４％

船“””記
役割意識

職員主導
ボランティア主導
共同設定

その他･無回答

２８．０％
１６．８％
４９．８％
５．４％

５

１

０

６

週
８
浬
２

活動内容の決め方

記述統計量(N"82) 平均値Ｉ i標準偏差
開館年数 3３．９６ ２５．４７７

(最小値2～最大値128)
職員数(常勤）

（最小値0～最大値115)
1２．９４ 1３．２６５

職員数(非常勤）
（最小値0～最大値94）

6．３４ ９．９０９

導入年数 1２．９１ 9.450
(最小値l～最大値52）
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コントロール変数のうち，「設置主体」については，「県立｣，「政令市立｣，
「市立」のうち「政令市立」を参照カテゴリとしてその他をダミー変数とし
た。「協議会の有無」については，「ある」をl,「ない」をＯとするダミー変
数とした。

３分析の結果

(1)各変数の関係の検討
分析はボランティアを受け入れている482館について行った｡分析に際して，
まずそれぞれの従属変数（研修の実施，ボランティア組織の設置，コーディ
ネーターの配置）と独立変数・コントロール変数との間の相関を調べた。表
２は相関係数をまとめたものである。
この表を見ると，「導入年数｣，「受け入れ規模｣，「活動内容の決め方」が，
「研修｣，「ボランティア組織｣，「コーディネーター」と有意な相関を持って
いることが分かる（ただし，「コーディネーター」と「導入年数」との間に有
意な相関はない)｡このことは作業仮説が分析に適合的であることを示してい
ると考えられる。しかし，「役割意識」については，「共同志向」と「ボラン
ティア組織」との間以外に有意な相関が見られないことには留意が必要であ
る。
コントロール変数の中では,「設置主体｣が｢ボランティア組織｣・「コーディ
ネーター」と，「職員数」が「研修」・「コーディネーター」と，「協議会」が
「研修」・「ボランティア組織」と有意な相関を示していた。しかし，このう
ち「職員数」と「協議会」については，後のロジスティック回帰分析の結果
から疑似相関であることが示される。
さらに従属変数間の相関を調べたところ，「研修｣，「ボランティア組織｣，
「コーディネーター」の3変数の間にも有意な相関が見られた。このことは従
属変数間に何らかの関係があることを示していると考えられる。
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表２相関係数（｢研修」「ボランティア組織」「コーディネーター」と変数群）
趾ｈ■Ⅸマママム可

研修("=478） ボランティア組
織("=477)『

コーディネー
ター("=478）変数

県立ダミー設置主体 市立ダミー
（参照カテゴリ:政令市立）

５

３

６

３

０

０

０

０

-０．１１２★

０．１８１★★★
０．０５２
-０．０９６★

コントロール変数 開館年数 0．０２１１-０．０４６１-０．０２４
常勤
非常勤

０．１５９★★
０．１４９★★

０．１１４★
０．０９５★

-０．０３１
０．００９職員数

協議会ダミー
導入年数

０．０９８★
-０．１２５★

０．１１１★
０．１６６★＊

９

４

３

６

０

０

０

０

受け入れ規模大規模ダミー小規模ダミー
（参照カテゴリ:中規模）

０．２７１★★★
-０．３５６★★★

０．１５５★★
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０，１２３★★
-０．２０２★★★
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支援志向ダミー
（参照カテゴリ:別物志向）

０．１１９★★
-０，０７２
０．０６６

０

６

７

０

２

２

０

０

０

０

０

０

５３
鯉
０
錨

０

０

０

０
ｌ
Ｑ

独立変数

活動内容の決職員主導ダミー
め 方 ﾎ ﾗ ﾝ ﾃ ｨ ｱ 主 導 ﾀ ﾐ ｰ
（参照カテゴリ:共同設定）

０．１１８★
-０．２５７★★士

-０．１５９★＊
０．０１２

０．０５１
-０．２０３★☆＊

研修
ボランティア組織
コーディネーター

０．１７５★*＊
１
０．１４９★＊

★☆

★

☆

★

１

９

５

４

３
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０

０

１

１
０．１７５★★★
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従属変数

★**p<.００１★★p<.0１*p<.０５

(2)ボランティア活動支援の規定要因
次に，研修の実施，ボランティア組織の設置，コーディネーターの配置の
それぞれを従属変数としたロジスティック回帰分析を行った。各従属変数に
ついての分析結果を示したものが表３．４．５である。ここでは，回帰係数
とオッズ比を示した。各変数についてモデルｌ～３は全て有意となり，それ
ぞれのモデルが一定の妥当性を持っていることが示されている。
まず，研修の実施についての分析の結果を示したものが表３である。施設

の状況に関わる変数をコントロールした上で，ボランティアの受け入れ方に
関わる変数を投入したモデルｌを見ると，「導入年数｣，「大規模｣，「小規模」
はいずれも有意であった。「導入年数」は研修の実施に対して，負の効果を示
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表３研修の実施の規定要因（ロジスティ､ソク回帰分析の結果）
篭 ﾓ ﾃ ﾙ 3 、 息
か零､鷺.ｅ"”．

息モデル'.1…ﾓﾃﾙ2…､※事“
か鳶;霊→̅鈍刀〃ｊﾄﾃ泌篭鴬蕊ゑゅ”変数

県立ダミー設澄主体
市立ダミー

（参照カテゴリ:政令市立）
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しており，導入してからの年数が経過すると研修が実施されにくくなること
が推測される。「受け入れ規模」については，「大規模」が正の効果を，「小規
模｣が負の効果を示し,受け入れ人数が多い施設では研修が実施されやすく，
少ない施設では研修が実施されにくいことが推測される。
モデル２では「役割意識」に関する変数を投入したが有意な結果を示さな
かった。モデルｌとモデル２の決定係数にもほとんど変化がなく，職員の意
識は研修の実施に影響力を持っていないことが推測できる。さらにモデル
３で「活動内容の決め方」に関する変数を投入したところ，「ボランティア主
導｣が負に有意となり,投入された変数の中で最も強い影響を及ぼしていた。
さらに,「導入年数｣，「受け入れ規模」も有意であり，研修の実施については，
受け入れ人数が多いことが正の影響を及ぼし，活動内容がボランティア主導
で決められていること，受け入れ人数が少ないこと，導入してからの年数が
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表４ボランティア組織の設置の規定要因(ロジスティ､ソク回帰分析の結果）
モデルt

ｂ ⑧ " ”
モデル２-…|｜-モデル３

血 “ , 仏 ノ ｜ ゞ か 鑑 霞 ゑ ゅ ”変数
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大規模ダミー
受け入れ規模

小規模ダミー
（参照カテゴリ:1'１規模）

★３

０

３

１

０

９

２

０

★９

９

０

５

１

９

２

０

★９

８

４

８

１

９

２

０

0，７１０
-０．０９５

0．７４６
-０．０４２ ２１

５

０

拓
Ｑ
Ｑ
ｌ

共同志向ダミー
役 割 意 識 補 完 志 向 ダ ミ ー

支援志向ダミー
（参照カテゴリ:別物志向）
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経つことの順に負の影響を及ぼすことが推測される。
次に，ボランティア組織の設置についての分析の結果を示したものが表
４である。モデルｌでは，「大規模｣，「市立｣，「導入年数」が正に有意であっ
た。ボランティアの受け入れ人数が多いことが正の効果を示すのは，研修の
実施と同様であるが，導入してからの年数については研修の実施とは逆に正
の効果を示しており，ボランティアを受け入れてからの年数が経つほど，ボ
ランティア組織が設置されやすくなることが推測できる。さらに，設置主体
が市立であるとボランティア組織が設置されやすいことも推測できる。
職員とボランティアの「役割意識」の変数を投入したモデル２では，「共同

志向」と「支援志向」が正に有意となった。これは，職員がボランティアと
共同して仕事すべき，もしくはボランティアの活動を支援しようと考えると，
ボランティア組織が設置されやすいことを示していると考えられる。また｢大
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規模｣，「市立｣，「導入年数」も正に有意であった。
「活動内容の決め方」に関する変数を投入したモデル３では，「職員主導」

が負に有意となり，｢市立｣,「導入年数｣,「役割意識｣のオッズ比がモデル２の
値に比べてｌに近づいている。これは，「職員主導」であることを考慮するこ
とで，「市立」・「導入年数」・「役割意識」によるボランティア組織の設置への
効果が，ある程度説明されたことを意味する。
以上のことから，ボランティア組織の設置については，職員がボランティ
アと共同すべきという意識を有すること，ボランティアの受け入れ人数が多
いこと，設置主体が市立であることが正の影響を，活動内容が職員主導で決
められることが負の影響を及ぼすことが推測される。もっとも，各モデルの
決定係数はそれほど高いものではなく，この結論には一定の留保が必要である。

表５コーディネーターの配置の規定要因(ロジスティ､ソク回帰分析の結果）
爵鐡霧 モデル３
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さらに，コーディネーターの配置についての分析結果を示したものが表
５である。モデルl･2･3の全てにおいて「小規模」が負に有意となって
いた。このことからボランティアの受け入れ人数が少ないとコーディネー
ターが配置されにくいことが推測できる。一方，「導入年数」は有意な結果を
示さなかった。次に，モデル２で投入した「役割意識」の各変数については
有意な結果が得られなかった。さらに，モデル3で投入した「活動内容の決め
方」についての変数は，「ボランティア主導」が負に有意となっており，活動
内容がボランティア主導で決められている施設ではコーディネーターが配置
されにくいことが推測できる。
もっとも，コーディネーターの配置についてはどのモデルの決定係数も総
じて低くなっており,投入した変数以外の要因の影響が大きいと考えられる。

(3)仮説の検証
(2)で行った分析の結果に基づいて，作業仮説を検証する。
まず，仮説(a)「ボランティアの受け入れ方によって，活動支援のあり方が

異なる」について検証する。導入年数は，研修の実施に負の影響を，ボラン
ティア組織の設置に正の影響を及ぼしており，導入してから年数が経過して
いない施設では研修が実施されやすく，年数が経つほどボランティア組織が
設置されやすくなることが推測できる。また，受け入れの規模については，
「大規模｣であることが研修の実施とボランティア組織の設置に正の影響を，
「小規模」であることが研修の実施とコーディネーターの配置に負の影響を
及ぼしており，ボランティアの受け入れ人数によって活動支援に差異が生じ
ることが推測できる。以上のことから，仮説(a)は概ね検証されたと言える。
次に，仮説(b)「職員のボランティア活動に対する意識によって，活動支援
のあり方が異なる」についてであるが，この仮説の有効性は検証できなかっ
た。「共同志向」がボランティア組織の設置に正に有意であったが，他に有意
な結果を示した変数はなく，職員の意識はボランティア活動支援の規定要因
であるとは言い難い。
さらに，仮説(c)「ボランティアが施設で果たす役割の違いによって，活動

支援のあり方が異なる」については，「職員主導」がボランティア組織の設置
に負の影響を，「ボランティア主導」が研修の実施とコーディネーターの配置
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に負の影響を及ぼしており，仮説は概ね検証されたと考えられる。

４ 考 察

( l )考察
ここまでの分析と仮説の検証によって，先行研究で明確になっていなかっ

た活動支援の規定要因を一部であるが明らかにできたことが，本論文の成果
であると言える。今後のボランティア活動支援においては，施設の置かれた
状況の違いを考慮しながら，それぞれの施設で活動支援に関する課題を特定
し，対応策を検討していくことが重要になると考えられる。以下，３で行っ
た分析結果に特徴的な要素についての考察を行う。
まず，導入年数が研修の実施には負の影響を，ボランティア組織の設置に

は正の影響を及ぼしている理由について考える必要がある。このうち，導入
年数が研修の実施に負の影響を及ぼすのは，図書館における研修の頻度や内
容によるところが大きいと考えられる。調査結果によると，図書館では研修
を行っている施設は６割弱であったが，研修の時期については，「年ｌ～２回
くらい」が54.4％，「受け入れ時」が52.0％となっており，研修の内容は，「ボ
ランティア活動の知識」が９割弱（86.5％)，「ボランティア活動の技術」が
約８割と(80.8%),ボランティア活動の知識･技術に関するものが中心となっ
ていた。この調査結果と今回の分析結果から，図書館での研修は専門的な知
識を身につける，もしくはスキルアッフ．を目的としたものではなく，初任者
研修・定期研修としての意味合いが強いのではないかという仮説が立てられ
る。つまり，ボランティア導入時には研修が必要とされるが，施設の活動に
ボランティアが適応するに従って,研修の必要性が薄れるということである。
さらに導入してからの年数が経つにつれて，ボランティア組織が設置されや
すくなるという分析結果からは，ボランティアが活動を続けていく中でボラ
ンティアと施設の間の連絡・調整を行う組織が必要になるという仮説を導く
ことができる。これらの仮説について別途検証することが必要である。
次に，ボランティアの受け入れ規模が活動支援の差異を生み出す理由につ
いて考える必要がある。ボランティアの受け入れ人数が少ない施設では活動
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支援が実施されにくく，多い施設では実施されやすいという分析結果は，ボ
ランティアの人数が多くなることで，職員がボランティアへの支援を行うこ
と，もしくは施設とボランティアの間の連絡・調整を行うことが必要になる
ことを示しているのではないかと考えられる。もっとも，ボランティアの受
け入れ人数が少ない施設では，職員が別の方法でボランティア活動を支援し
ているという可能性も否定できず，この結果は必ずしも受け入れ人数が少な
い施設での受け入れ態勢の不備を示すものではない。このことについても別
途検討が必要である。
さらに，活動内容の決め方については，職員主導で活動内容の設定が行わ

れる施設ではボランティア組織が設置されにくく，ボランティア主導の施設
では，研修の実施やコーディネーターの配置がなされにくいという分析結果
が示されたが，職員の意識が活動支援の規定要因としてほとんど有意な結果
を示さなかったことと合わせて考えると，このことは施設内の職員とボラン
ティアの実際の関係が，活動支援の差異を規定するという新たな知見を示し
ているのではないかと考えられる。社会教育施設のボランティア活動のモデ
ルとして，「専門処理システム」と「相互扶助システム」が挙げられることが
あるが(IO),職員とボランティアの関係が活動支援の差異を規定するという今
回の分析結果は，このモデルと密接に関係するものと考えられる。それぞれ
のモデルにおいて活動支援がどのように行われ，それによって活動内容にど
のような違いが生まれるのかを明らかにすることが重要になると考えられる。

(2)今後の研究課題
本論文はボランティア活動の支援の違いを規定する要因を明らかにするこ
とに主眼を置いたが，幾つかの研究課題が残されている。第１に，今回の分
析では決定係数は必ずしも高いものとならなかったが，これは分析に必要な
変数が網羅されているわけではないことに起因し，別の調査を実施した場合
に，異なる規定要因が見出される可能性があることを示している。これにつ
いては，自治体の財政状況や，ボランティアのサービス内容の違い，ボラン
ティアの意識などのデータを収集し，活動支援を規定する要因についてさら
に精綴なモデルを組み立てていく必要がある。第２に，今回の調査では市立
の中央館以上を対象とし，分析の結果，設置主体による影響はほとんど見ら
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れなかったが，設置主体によって図書館に求められている役割が異なってく
ると考えると，対象とならなかった施設の活動支援の状況についても調査・
分析を行う必要がある。第３に，今回の分析では活動支援を規定する要因に
ついて考察を行ったが，活動支援がボランティア活動の活性化に与える効果
についても明らかにする必要がある。第４に，今回の分析では活動支援の有
無についての規定要因の分析を行ったが，活動支援の質や量の差異を規定す
る要因についても分析を行うことが重要である。第３．４の点に関しては，
量的な分析だけでなく，質的な調査と分析が必要になると考えられる。
これらについては，今後の課題としたい。
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